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当調査にご協力いただきました

中小企業者様、中小企業組合事務局担当者様より

貴重な調査データを賜りましてありがとうございました。

厚く御礼申し上げます。
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本書の発行にあたって

　日本経済は、企業収益が堅調に推移するとともに設備投資が増加し、また
個人所得の伸びによって個人消費が持ち直すなど、国内需要がけん引役となっ
て景気の回復が着実に進んでいます。
　その一方で有効求人倍率が引き続き高水準に推移するなど労働力の需給が
逼迫し、多くの中小企業では慢性的な人手不足に陥っています。仕事量はある
ものの、人手不足によってそれを受注できないという企業が出てきており、中
小企業者にとって人材の確保は今日最も重要な経営課題になっています。

　このような中、当会では地域企業の実態を把握し、企業への労働政策や支
援施策に資するため「中小企業労働事情実態調査」を昭和39年から実施して
きました。
　本年度は従来の項目に加え、長時間労働・同一労働同一賃金及び、有期労
働契約に関する無期転換ルール等について調査し、調査結果の中からいくつ
か要点を抽出して報告書を作成致しました。

　本報告書が、県内中小企業、行政機関及び関係団体の皆様の労働対策構
築の参考としていただければ幸甚でございます。

　最後に、本調査の実施に際しまして、ご協力いただきました中小企業者様
並びに中小企業組合事務局担当者様に心より御礼申し上げますとともに、今後
とも一層のご協力を賜りますようお願い申し上げます。

平成31年１月

新潟県中小企業団体中央会
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序章 概要

概　　要

１．目的
　　�本調査は、県内中小企業の労働事情を的確に把握し、適正な中小企業労働

対策の樹立に資することを目的に実施した。

２．調査機関
　　新潟県中小企業団体中央会

３．調査方法
　　�本調査は、全国の都道府県中小企業団体中央会で一斉に実施したものであ

り、当会では事業協同組合等を通じて、任意抽出した組合員事業所宛に調
査票を配布し、直接当会で回収したものを全国中小企業団体中央会におい
て一括集計を行った。

４．調査時点
　　平成30年７月１日

５．調査対象
　（１） 調査対象産業
　　　 ［製造業］‌�食料品、繊維・同製品、木材・木製品、出版・印刷・同関連、

窯業・土石製品、金属・同製品、機械器具、その他の製造業
　　　 ［非製造業］‌�情報通信業、運輸業、建設業、卸・小売業（飲食店を除く）、

サービス業
　（２） 調査対象事業所数
　　　 　従業員300人以下の県下1,300事業所
　　　 　‌�（ただし、卸売業・サービス業については従業員100人以下、小売業

については同50人以下の事業所）
　　　 　　なお業種別・規模別の割合は、可能な範囲で次の割合に準拠した。

製造業（55％） 非製造業（45％）
９人以下 20％ ９人以下 30％
10 ～ 29人 35％ 10 ～ 29人 40％
30人～ 99人 35％ 30人以上 30％
100 ～ 300人 10％
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調査結果のまとめ 序章

調査結果のまとめ

１．経営に関する事項
（１）現在の経営状況は「変わらない」が 56.6％で最多
（２）主要事業の今後の方針は「現状維持」が 65.2％で最多
（３）経営上の障害は「人材不足（質の不足）」が 48.6％で最多
（４）経営上の強みは「製品の品質・精度の高さ」が 29.2％で最多

２．従業員の労働環境に関する事項
（１）従業員の労働時間は「40 時間」の事業所が 45.4％で最多
（２）従業員一人当たりの月平均残業時間は 10.90 時間
（３）従業員一人当たりの年次有給休暇
　　平均付与日数は 16.29 日　平均取得日数 7.28 日　平均取得率 47.36％

３．新規学卒者の採用に関する事項
（１）新規学卒者の採用実績人数
　　高校卒 126 人　　専門学校卒 38 人　　　短大卒（含高専）12 人　　大学卒 53 人

（２）新規学卒者（平成 30 年３月卒）の採用充足率
　　高校卒 78.3％　専門学校卒 74.5％　短大卒（含高専）85.7％　大学卒 80.3％

（３）新規学卒者の初任給について

高校卒
技術系 161,112円

専門学校卒
技術系 163,244円

事務系 162,292円 事務系 163,853円
短大卒

（含高専）
技術系 170,760円

大学卒
技術系 188,093円

事務系 177,750円 事務系 198,600円

４．長時間労働・同一労働同一賃金への対応に関する事項
（１）‌�長時間労働への対応は「人員の増員・配置見直し」、「業務内容見直し・業務分担見直し」が共に

30.4％で最多
（２）同一労働同一賃金への対応は、「対象となる従業員はいない」が最も多く 25.1％
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５．有期労働契約における無期転換ルール等に関する事項
（１）�労働契約法の改正により、平成 25 年４月から無期転換ルールが導入され、平成 30 年４月から無期転

換申込権が生じる労働者がいることを「知っていた」企業の割合は 62.6％。
（２）無期転換ルールの対象となる従業員が「いる」企業の割合は 17.9％。
（３）無期転換ルールへの申込みの「あった」企業の割合は 13.4％。
※�無期転換ルールとは、有期労働契約が反復更新されて通算５年を超えた場合、労働者の申込みにより 

無期労働契約に転換するルール。

６．賃金の改定に関する事項
（１）賃金改定の実施状況
　　「引上げた」55.9％で最多

（２）賃金改定後の平均賃金等（加重平均）
　　新潟県全体の平均賃金 243,624 円

（３）賃金の昇給額・昇給率（加重平均）
　　昇給額　＋ 5,354 円
　　昇給率　＋ 2.25％

（４）賃金の内容
　　「定期昇給」が 52.1％で最多

（５）賃金の判断要素
　　「企業の業績」が 68.0％で最多

序章 調査結果のまとめ
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第１節　回答事業所の概要

１．回答事業所の内訳
　表１：回収率の内訳

調査数 １人～９人 10人～ 29人 30人～ 99人 100人～ 300人 回答数 回収率
製造業 703 64 114 73 15 266 37.8%

非製造業 597 103 91 86 17 297 49.7%

　表２：回答事業所の労働者内訳
事業所数 常用労働者数 男性常用労働者数 女性常用労働者数

全国 18,697 593,630 416,421 177,209
新潟県　計 563 18,229 12,419 5,810

製
造
業

製造業　計 266 8,881 5,816 3,065
　食料品 44 1,540 643 897
　繊維工業 32 762 253 509
　木材・木製品 22 280 206 74
　印刷・同関連 19 871 537 334
　窯業・土石 36 901 762 139
　金属、同製品 77 2,804 2,186 618
　機械器具 21 1,237 924 313
　その他 15 486 305 181

非
製
造
業

非製造業　計 297 9,348 6,603 2,745
　情報通信業 １ 26 18 ８
　運輸業 19 1,274 1,143 131
　建設業 102 2,612 2,241 371
　卸売業 59 1,815 1,117 698
　小売業 54 1,378 895 483
　サービス業 62 2,243 1,189 1,054

規
模
別

1 ～ 9人 167 853 551 302
10 ～ 29人 205 3,741 2,583 1,158
30 ～ 99人 159 8,597 5,847 2,750
100 ～ 300人 32 5,038 3,438 1,600

２．従業員について
　回答のあった従業員の雇用形態は表３の通りである。また、労働組合の組織率は「運輸業」の 31.6％が
最も多い結果となっている。

　表３：雇用形態別構成比と労働組合の組織率

従業員数 雇用形態別構成比（％） 労働組合組織率（％）正社員 パートタイマー 派遣 嘱託・契約社員 その他
全国 635,587 74.4 15.4 2.4 5.5 2.3 6.5

新潟県　計 18,962 77.3 14.7 1.3 5.3 1.3 8.2

製
造
業

製造業　計 9,151 80.2 10.4 1.9 6.3 1.3 9.0
　食料品 1,604 68.9 22.9 1.9 5.4 0.9 2.3
　繊維工業 780 80.6 9.5 - 9.2 0.6 18.8
　木材・木製品 285 84.6 9.8 0.4 3.9 1.4 4.5
　印刷・同関連 885 86.2 8.4 1.1 4.0 0.3 21.1
　窯業・土石 957 79.7 4.4 0.9 12.5 2.4 13.9
　金属、同製品 2,861 86.5 6.7 2.8 3.1 0.8 5.2
　機械器具 1,291 77.9 6.4 2.8 9.3 3.6 14.3
　その他 488 72.5 17.6 0.8 9.0 - -

非
製
造
業

非製造業　計 9,811 74.6 18.8 0.9 4.4 1.3 7.4
　情報通信業 26 96.2 3.8 - - - -
　運輸業 1,314 78.8 8.4 0.6 11.4 0.8 31.6
　建設業 2,644 93.6 2.4 0.2 2.7 1.1 6.9
　卸売業 1,906 71.9 21.8 2.6 3.0 0.7 3.4
　小売業 1,420 74.5 18.6 0.1 4.4 2.3 11.1
　サービス業 2,501 54.2 39.7 0.8 3.8 1.6 1.6

規
模
別

1 ～ 9人 828 78.9 16.4 0.5 2.1 2.2 1.2
10 ～ 29人 3,829 82.3 12.7 0.5 2.8 1.6 7.3
30 ～ 99人 8,762 80.7 13.4 0.7 4.4 0.8 11.9
100 ～ 300人 5,543 68.2 18.1 3.0 9.0 1.7 31.3
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第２節　経営に関する事項

１．現在の経営状況
　グラフ１を見ると経営状況は「良い」は 15.9％（前年度比 1.5 ポイント増）。「悪い」は 27.5％（前年度
比 3.0 ポイント減）。「変わらない」と回答した事業所は 56.6％（前年度比 1.5 ポイント増）となった。「良い」
が増加するとともに、「悪い」が減少し、僅かながら景況感の回復が伺える。

　グラフ１：現在の経営状況（直近５年間の推移）� （％）
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　表４：現在の経営状況� （％）
良い 変わらない 悪い

全国 17.8 56.0 26.3
新潟県　計 15.9 56.6 27.5

製
造
業

製造業　計 16.7 56.1 27.3
　食料品 11.4 56.8 31.8
　繊維工業 - 62.5 37.5
　木材・木製品 4.5 68.2 27.3
　印刷・同関連 - 68.4 31.6
　窯業・土石 11.4 42.9 45.7
　金属、同製品 28.9 53.9 17.1
　機械器具 42.9 38.1 19.0
　その他 20.0 73.3 6.7

非
製
造
業

非製造業　計 15.2 57.1 27.7
　情報通信業 100.0 - -
　運輸業 5.6 72.2 22.2
　建設業 18.2 62.6 19.2
　卸売業 14.3 53.6 32.1
　小売業 9.4 37.7 52.8
　サービス業 17.7 64.5 17.7

規
模
別

1 ～ 9人 13.3 52.4 34.3
10 ～ 29人 18.9 54.2 26.9
30 ～ 99人 16.7 60.9 22.4
100 ～ 300人 6.7 73.3 20.0
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２．主要事業の今後の方針
　グラフ２を見ると今年度については「強化拡大」が 28.6％と昨年度よりも 0.3 ポイント増加。「現状維持」
が 65.2％と昨年度よりも 1.3 ポイント減少。「縮小」が 4.7％と 0.4 ポイント増加となった。
　表５の業種別では「強化拡大」で最も高い割合となったのは、昨年同様「情報通信業」の 100％、反対
に「縮小」で最も高い割合となったのは「その他」の 26.7％であった。

　グラフ２：主要事業の今後の方針� （％）

H30
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　表５：主要事業の今後の方針� （％）

強化拡大 現状維持 縮小 廃止 その他
全国 30.3 63.8 4.5 0.9 0.4

新潟県　計 28.6 65.2 4.7 1.3 0.2

製
造
業

製造業　計 30.3 63.6 5.7 0.4 -
　食料品 43.2 47.7 6.8 2.3 -
　繊維工業 6.9 86.2 6.9 - -
　木材・木製品 31.8 63.6 4.5 - -
　印刷・同関連 31.6 68.4 - - -
　窯業・土石 8.3 86.1 5.6 - -
　金属、同製品 34.7 61.3 4.0 - -
　機械器具 52.4 47.6 - - -
　その他 33.3 40.0 26.7 - -

非
製
造
業

非製造業　計 27.1 66.7 3.8 2.1 0.3
　情報通信業 100.0 - - - -
　運輸業 47.4 52.6 - - -
　建設業 23.2 74.7 - 2.0 -
　卸売業 33.3 54.4 8.8 1.8 1.8
　小売業 15.1 75.5 7.5 1.9 -
　サービス業 30.6 62.9 3.2 3.2 -

規
模
別

1 ～ 9人 15.9 73.2 6.7 4.3 -
10 ～ 29人 27.5 65.5 6.5 - 0.5
30 ～ 99人 39.2 59.5 1.3 - -
100 ～ 300人 50.0 50.0 - - -
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３．経営上の障害（３項目以内複数回答）
　表６を見ると、製造業では「人材不足（質の不足）」「原材料・仕入品の高騰」が 47.9％と最も高い結果
となり、次に「販売不振・受注の減少」と続いている。非製造業では「人材不足（質の不足）」が 49.3％
と最も高い結果となり、次に「労働力不足（量の不足）」「同業他社との競争激化」と続いている。

　表６：経営上の障害ワースト５
新潟県全体 製造業 非製造業

１位 人材不足（質の不足） 48.6% 人材不足（質の不足） 47.9% 人材不足（質の不足） 49.3%
２位 販売不振・受注の減少 37.0% 原材料・仕入品の高騰 47.9% 労働力不足（量の不足） 42.0%
３位 労働力不足（量の不足） 36.7% 販売不振・受注の減少 37.4% 同業他社との競争激化 38.5%
４位 原材料・仕入品の高騰 33.0% 労働力不足（量の不足） 30.9% 販売不振・受注の減少 36.7%
５位 同業他社との競争激化 28.1% 納期・単価等の取引条件の厳しさ 19.6% 原材料・仕入品の高騰 19.2%

　グラフ３：経営上の障害（製造業、非製造業）� （％）

環境規制の強化
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製品開発力・販売力の不足
販売不振・受注の減少

人件費の増大
労働力の過剰

人材不足（質の不足）
労働力不足（量の不足）

0 10 20 30 40 50 60

製造業

非製造業

30.930.9
42.042.0

47.947.9
49.349.3

0.40.4
0.70.7

14.014.0
17.517.5

37.437.4
36.736.7

12.812.8
8.48.4

17.017.0
38.538.5

47.947.9
19.219.2

12.512.5
5.25.2

19.619.6
11.211.2

6.46.4
5.95.91.51.5

3.53.5

　表７：経営上の障害� （％）
労
働
力
不
足

（
量
の
不
足
）

人
材
不
足

（
質
の
不
足
）

労
働
力
の
過
剰

人
件
費
の
増
大

販
売
不
振
・

受
注
の
減
少

製
品
開
発
力
・

販
売
力
の
不
足

同
業
他
社
と
の

競
争
激
化

原
材
料
・

仕
入
品
の
高
騰

製
品
価
格

（
販
売
価
格
）の

下
落

納
期
・
単
価
等

の
取
引
条
件
の

厳
し
さ

金
融
・

資
金
繰
り
難

環
境
規
制
の

強
化

全国 39.3 51.0 1.1 19.1 28.8 10.3 26.5 31.1 7.1 13.5 5.9 3.7
新潟県　計 36.7 48.6 0.5 15.8 37.0 10.5 28.1 33.0 8.7 15.2 6.2 2.5

製
造
業

製造業　計 30.9 47.9 0.4 14.0 37.4 12.8 17.0 47.9 12.5 19.6 6.4 1.5
　食料品 25.6 41.9 - 11.6 41.9 25.6 16.3 58.1 7.0 7.0 4.7 2.3
　繊維工業 15.6 34.4 - 15.6 53.1 15.6 3.1 50.0 12.5 25.0 21.9 -
　木材・木製品 18.2 36.4 - 13.6 50.0 13.6 18.2 54.5 13.6 27.3 4.5 4.5
　印刷・同関連 21.1 26.3 5.3 15.8 63.2 10.5 57.9 10.5 42.1 21.1 10.5 -
　窯業・土石 19.4 44.4 - 11.1 58.3 2.8 30.6 38.9 16.7 5.6 2.8 2.8
　金属、同製品 51.9 55.8 - 13.0 15.6 7.8 7.8 58.4 5.2 22.1 5.2 1.3
　機械器具 28.6 90.5 - 9.5 19.0 19.0 14.3 28.6 4.8 38.1 - -
　その他 33.3 46.7 - 33.3 26.7 13.3 13.3 46.7 26.7 26.7 - -

非
製
造
業

非製造業　計 42.0 49.3 0.7 17.5 36.7 8.4 38.5 19.2 5.2 11.2 5.9 3.5
　情報通信業 - 100.0 - - - - - - - - - -
　運輸業 73.7 47.4 - 21.1 26.3 - - 57.9 - - - 15.8
　建設業 49.0 61.2 - 6.1 26.5 7.1 32.7 20.4 4.1 19.4 4.1 2.0
　卸売業 21.8 43.6 1.8 9.1 50.9 23.6 58.2 21.8 3.6 14.5 9.1 -
　小売業 26.4 28.3 1.9 22.6 62.3 5.7 41.5 7.5 11.3 1.9 11.3 5.7
　サービス業 53.3 53.3 - 38.3 21.7 1.7 40.0 13.3 5.0 6.7 3.3 3.3

規
模
別

1 ～ 9人 26.8 33.5 0.6 12.8 49.4 6.7 34.1 26.2 11.0 12.8 9.1 3.7
10 ～ 29人 38.5 50.5 1.0 14.5 35.0 14.0 23.0 37.5 7.5 16.5 8.0 2.5
30 ～ 99人 42.0 57.3 - 18.5 29.9 9.6 27.4 34.4 7.6 17.8 1.9 1.9
100 ～ 300人 50.0 73.3 - 26.7 20.0 13.3 33.3 33.3 10.0 6.7 - -
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４．経営上の強み（３項目以内複数回答）
　表８を見ると、新潟県全体では「製品の品質・精度の高さ」が 29.2％と最も高い結果となった。次に「顧
客への納品・サービスの速さ」「組織の機動力・柔軟性」と続いている。
　製造業では前年に引き続き「製品の品質・精度の高さ」が 48.4％と最多で、次に「顧客への納品・
サービスの速さ」「製品・サービスの独自性」と続いている。非製造業では「組織の機動力・柔軟性」が
28.2% と最多で、次に「顧客への納品・サービスの速さ」「技術力・製品開発力」と続いている。

　表８：経営上の強みベスト５
新潟県全体 製造業 非製造業

１位 製品の品質・精度の高さ 29.2% 製品の品質・精度の高さ 48.4% 組織の機動力・柔軟性 28.2%
２位 顧客への納品・サービスの速さ 28.3% 顧客への納品・サービスの速さ 29.8% 顧客への納品・サービスの速さ 26.8%
３位 組織の機動力・柔軟性 24.5% 製品・サービスの独自性 27.5% 技術力・製品開発力 26.1%
４位 技術力・製品開発力 24.3% 技術力・製品開発力 22.5% 商品・サービスの質の高さ 25.4%
５位 製品・サービスの独自性 22.9% 生産技術・生産管理能力 22.5% 製品・サービスの独自性 18.6%

　グラフ４：経営上の強み（製造業、非製造業）� （％）

0 10 20 30 40 50

組織の機動力・柔軟性
商品・サービスの質の高さ
優秀な仕入先・外注先

財務体質の強さ・資金調達力
企業・製品のブランド力

顧客への納品・サービスの速さ
製品の品質・精度の高さ

製品・サービスの企画力・提案力
営業力・マーケティング力
生産技術・生産管理能力
技術力・製品開発力

製品・サービスの独自性

製造業

非製造業

27.527.5
18.618.6

22.522.5
26.126.1

8.98.9
22.522.5

15.715.7
5.45.4

8.18.1
12.912.9

48.448.4
11.411.4

29.829.8
26.826.8

10.510.5
12.912.9
13.213.2

15.415.4
7.47.4

14.614.6
25.425.4

28.228.2
20.520.5

12.012.0

　表９：経営上の強み� （％）
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顧
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の
納
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サ
ー
ビ
ス

の
速
さ

企
業
・
製
品
の

ブ
ラ
ン
ド
力

財
務
体
質
の
強

さ
・
資
金
調
達

力 優
秀
な
仕
入

先
・
外
注
先

商
品
・
サ
ー
ビ

ス
の
質
の
高
さ

組
織
の
機
動

力
・
柔
軟
性

全国 24.4 24.5 16.1 10.9 8.1 24.5 27.3 11.0 15.7 14.1 18.3 23.9
　新潟県　計 22.9 24.3 15.4 10.8 10.6 29.2 28.3 11.7 14.3 11.2 19.0 24.5

製
造
業

製造業　計 27.5 22.5 22.5 5.4 8.1 48.4 29.8 10.5 13.2 7.4 12.0 20.5
　食料品 64.3 19.0 9.5 2.4 14.3 31.0 26.2 26.2 9.5 4.8 11.9 9.5
　繊維工業 18.8 21.9 21.9 9.4 9.4 40.6 9.4 21.9 6.3 9.4 18.8 12.5
　木材・木製品 23.8 33.3 28.6 - 9.5 66.7 38.1 4.8 4.8 9.5 4.8 19.0
　印刷・同関連 27.8 16.7 16.7 16.7 27.8 50.0 66.7 - - - 22.2 16.7
　窯業・土石 11.8 17.6 32.4 8.8 2.9 47.1 35.3 11.8 29.4 - 17.6 32.4
　金属、同製品 19.7 25.0 27.6 2.6 - 61.8 25.0 5.3 13.2 10.5 3.9 25.0
　機械器具 23.8 28.6 14.3 4.8 14.3 42.9 33.3 - 19.0 19.0 14.3 19.0
　その他 28.6 14.3 21.4 7.1 7.1 28.6 35.7 - 21.4 - 21.4 28.6

非
製
造
業

非製造業　計 18.6 26.1 8.9 15.7 12.9 11.4 26.8 12.9 15.4 14.6 25.4 28.2
　情報通信業 - 100.0 - - - - - - - - - -
　運輸業 26.3 - - 5.3 5.3 - 57.9 5.3 31.6 15.8 31.6 26.3
　建設業 6.3 44.8 18.8 15.6 8.3 19.8 21.9 7.3 20.8 13.5 13.5 35.4
　卸売業 18.2 9.1 1.8 32.7 25.5 5.5 34.5 10.9 16.4 20.0 23.6 16.4
　小売業 30.0 6.0 4.0 8.0 14.0 12.0 28.0 24.0 8.0 18.0 44.0 24.0
　サービス業 27.1 35.6 6.8 10.2 10.2 6.8 16.9 16.9 6.8 8.5 28.8 32.2

規
模
別

1 ～ 9人 23.4 27.2 12.7 7.6 12.7 29.7 26.6 8.2 4.4 9.5 29.7 20.9
10 ～ 29人 22.2 25.3 14.4 8.8 6.2 30.4 33.5 12.9 14.4 13.9 12.4 24.2
30 ～ 99人 20.5 22.4 19.9 15.4 10.3 27.6 23.1 13.5 21.8 10.9 15.4 28.8
100 ～ 300人 36.7 13.3 13.3 16.7 30.0 26.7 30.0 13.3 26.7 3.3 23.3 23.3
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第１節　従業員の労働環境に関する事項

１．従業員の労働時間
　グラフ５を見ると、新潟県全体では週所定労働時間を「40 時間」とする回答が 45.4% と最も高く、
全国の 49.7% を 4.3 ポイント下回った。次いで「38 時間超 40 時間未満」が 34.1%、「38 時間以下」が
14.5%、「40 時間超 44 時間以下」が 6.0% の順となった。

　表 10：週所定労働時間� （％）

38時間以下 38時間超
40時間未満 40時間 40時間超

44時間以下
全国 13.2 27.1 49.7 10.1

新潟県　計 14.5 34.1 45.4 6.0

製
造
業

製造業　計 8.8 40.0 46.5 4.6
　食料品 13.6 38.6 36.4 11.4
　繊維工業 6.3 40.6 53.1 -
　木材・木製品 4.8 52.4 38.1 4.8
　印刷・同関連 5.6 22.2 72.2 -
　窯業・土石 5.7 45.7 48.6 -
　金属、同製品 9.2 40.8 43.4 6.6
　機械器具 5.0 45.0 45.0 5.0
　その他 21.4 21.4 57.1 -

非
製
造
業

非製造業　計 19.6 28.9 44.3 7.2
　情報通信業 - - 100.0 -
　運輸業 10.5 42.1 42.1 5.3
　建設業 18.2 31.3 45.5 5.1
　卸売業 22.4 27.6 46.6 3.4
　小売業 26.9 28.8 30.8 13.5
　サービス業 16.1 22.6 51.6 9.7

規
模
別

1 ～ 9人 15.4 29.0 42.0 13.6
10 ～ 29人 11.9 35.3 48.8 4.0
30 ～ 99人 15.8 37.3 45.6 1.3
100 ～ 300人 20.0 36.7 40.0 3.3

　グラフ５：週所定労働時間� （％）

非製造業

製造業

新潟県

全国

0 20 40 60 80 100

38時間以下

38時間超40時間未満

40時間

40時間超44時間以下

13.213.2 27.127.1 49.749.7 10.110.1

14.514.5 34.134.1 45.445.4 6.06.0

19.619.6 28.928.9 44.344.3 7.27.2

8.88.8 40.040.0 46.546.5 4.64.6
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２．月平均残業時間
　表 11 を見ると、新潟県では月平均残業時間は 10.90 時間であった。業種別に見ると製造業では「木材・
木製品」が 18.19 時間と最も長く、非製造業では「運輸業」が 26.33 時間と最も長くなっている。時間区
分別に見ると、新潟県全体では「10 時間未満」が最も高く 31.7%、次いで「10 ～ 20 時間未満」が 24.8%、

「０時間」が 21.3% と続いている。

　表 11：月平均残業時間� （％）

0時間 10時間
未満

10～20時間
未満

20～30時間
未満

30～50時間
未満

50時間
以上

平均
（時間）

全国 24.8 25.9 22.2 14.5 10.6 2.1 12.27
新潟県　計 21.3 31.7 24.8 14.1 7.3 0.7 10.90

製
造
業

製造業　計 14.0 34.1 26.7 15.1 9.3 0.8 12.39
　食料品 18.2 59.1 15.9 - 6.8 - 6.25
　繊維工業 37.5 18.8 34.4 3.1 6.3 - 7.72
　木材・木製品 14.3 38.1 19.0 14.3 9.5 4.8 18.19
　印刷・同関連 5.3 42.1 31.6 15.8 5.3 - 11.53
　窯業・土石 9.1 51.5 27.3 12.1 - - 8.88
　金属、同製品 6.6 21.1 27.6 27.6 15.8 1.3 17.42
　機械器具 - 21.1 36.8 31.6 10.5 - 16.47
　その他 28.6 21.4 28.6 7.1 14.3 - 10.29

非
製
造
業

非製造業　計 27.9 29.6 23.0 13.2 5.6 0.7 9.56
　情報通信業 - 100.0 - - - - 2.00
　運輸業 - 5.6 22.2 50.0 16.7 5.6 26.33
　建設業 19.6 32.0 34.0 10.3 4.1 - 9.57
　卸売業 28.1 35.1 17.5 14.0 3.5 1.8 8.56
　小売業 55.8 19.2 11.5 9.6 3.8 - 5.87
　サービス業 25.8 35.5 21.0 9.7 8.1 - 8.81

規
模
別

1 ～ 9人 46.3 26.5 10.5 8.6 6.2 1.9 8.12
10 ～ 29人 18.4 33.7 28.6 12.8 6.6 - 10.32
30 ～ 99人 2.5 38.2 32.5 17.2 9.6 - 13.06
100 ～ 300人 3.3 13.3 36.7 36.7 6.7 3.3 18.37

　グラフ６：月平均残業時間� （％）

非製造業

製造業

新潟県

全国

0 20 40 60 80 100

0時間

10時間未満

10～20時間未満

20～30時間未満

30～50時間未満

50時間以上

24.824.8 25.925.9 22.222.2 14.514.5 10.610.6 2.12.1

21.321.3 31.731.7 24.824.8 14.114.1 7.37.3 0.70.7

0.80.814.014.0 34.134.1 26.726.7 15.115.1 9.39.3

27.927.9 29.629.6 23.023.0 13.213.2 5.65.6 0.70.7
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３．年次有給休暇の平均付与・取得日数
　表 12 を見ると、新潟県での年次有給休暇の平均付与日数は 16.29 日であり、全国平均より 0.55 日多い。
また取得日数に関しては 7.28 日と全国平均より 0.36 日少ない結果となっている。平均取得率では 47.36%
と全国平均より 3.8 ポイント少ない結果となった。
　また、規模別に見ると、平均付与日数は「30 ～ 99 人」が 17.03 日と最も多く、平均取得日数は「１～９人」
が 7.33 日、平均取得率は「１～９人」が 54.78% と最も高い結果となっている。

　表 12：年次有給休暇の平均付与・取得日数

平均付与日数（日） 平均取得日数（日） 平均取得率（％）

全国 15.74 7.64 51.16

新潟県　計 16.29 7.28 47.36

製
造
業

製造業　計 16.51 7.63 48.00

　食料品 15.62 7.94 54.03

　繊維工業 16.39 4.86 30.67

　木材・木製品 15.29 6.94 46.96

　印刷・同関連 17.17 6.67 40.42

　窯業・土石 18.71 9.51 52.73

　金属、同製品 16.05 7.50 48.32

　機械器具 16.70 8.90 54.94

　その他 15.83 8.67 57.12

非
製
造
業

非製造業　計 16.08 6.95 46.74

　情報通信業 8.00 5.00 62.50

　運輸業 16.79 7.58 48.35

　建設業 16.25 7.57 49.48

　卸売業 16.41 5.43 35.18

　小売業 14.61 6.32 48.94

　サービス業 16.49 7.81 51.63

規
模
別

1 ～ 9人 14.71 7.33 54.78

10 ～ 29人 16.65 7.30 46.24

30 ～ 99人 17.03 7.28 43.48

100 ～ 300人 16.34 7.00 45.68
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第２節　新規学卒者の採用に関する事項

１．新規学卒者の採用充足状況
　平成 30 年３月における新規学卒者（第２新卒者、中途採用を除く）の採用予定人数に対する実際の採
用人数の充足率（全国）は「高校卒」76.5%（技術系 74.7%、事務系 85.0%）、「専門学校卒」86.8%（技術
系 85.5%、事務系 94.4%）、「短大卒（含高専）」87.7%（技術系 86.9%、事務系 88.8%）、「大学卒」79.7%（技
術系 77.1%、事務系 83.1%）であった。

　表 13：高校卒の採用充足状況

高校卒

合計 技術系 事務系

事業
所数

採用計
画人数

採用実
績人数

充足率
（％）

平均採
用人数

事業
所数

採用計
画人数

採用実
績人数

充足率
（％）

平均採
用人数

事業
所数

採用計
画人数

採用実
績人数

充足率
（％）

平均採
用人数

H30全国 1,941 5,322 4,072 76.5 2.10 1,675 4,378 3,270 74.7 1.95 445 944 802 85.0 1.80
H26新潟県 68 165 151 91.5 2.22 65 147 133 90.5 2.05 12 18 18 100.0 1.50
H27新潟県 65 191 164 85.9 2.52 58 160 137 85.6 2.36 14 31 27 87.1 1.93
H28新潟県 63 148 130 87.8 2.06 56 133 115 86.5 2.05 9 15 15 100.0 1.67
H29新潟県 63 158 119 75.3 1.89 55 144 107 74.3 1.95 10 14 12 85.7 1.20
H30新潟県 67 161 126 78.3 1.88 64 147 113 76.9 1.77 8 14 13 92.9 1.63

製造業 32 78 69 88.5 2.16 32 74 65 87.8 2.03 2 4 4 100.0 2.00
非製造業 35 83 57 68.7 1.63 32 73 48 65.8 1.50 6 10 9 90.0 1.50

　高校卒について新潟県全体で見ると、充足率は 78.3% で対前年比 3.0 ポイント増。全国平均の 76.5% よ
り 1.8 ポイント上回っている。業種別においては製造業 88.5%、非製造業 68.7% であり、製造業が 19.8 ポ
イント上回っている。採用計画人数と採用実績人数を見ると、新潟県全体では採用計画人数 161 人（対前
年比３人増）、採用実績人数 126 人（対前年比７人増）と前年に比べ採用計画・実績人数ともに増加している。
技術系、事務系別に採用実績人数を見ると、技術系 113 人（対前年比６人増）、事務系 13 人（対前年比１
人増）となっている。

　表 14：専門学校卒の採用充足状況

専門学校卒

合計 技術系 事務系

事業
所数

採用計
画人数

採用実
績人数

充足率
（％）

平均採
用人数

事業
所数

採用計
画人数

採用実
績人数

充足率
（％）

平均採
用人数

事業
所数

採用計
画人数

採用実
績人数

充足率
（％）

平均採
用人数

H30全国 617 1,076 934 86.8 1.51 526 916 783 85.5 1.49 114 160 151 94.4 1.32
H26新潟県 29 57 53 93.0 1.83 24 47 43 91.5 1.79 8 10 10 100.0 1.25
H27新潟県 40 71 63 88.7 1.58 36 60 52 86.7 1.44 7 11 11 100.0 1.57
H28新潟県 32 63 53 84.1 1.66 26 53 43 81.1 1.65 7 10 10 100.0 1.43
H29新潟県 29 49 42 85.7 1.45 25 40 36 90.0 1.44 6 9 6 66.7 1.00
H30新潟県 33 51 38 74.5 1.15 28 43 30 69.8 1.07 6 8 8 100.0 1.33

製造業 13 20 15 75.0 1.15 12 19 14 73.7 1.17 1 1 1 100.0 1.00
非製造業 20 31 23 74.2 1.15 16 24 16 66.7 1.00 5 7 7 100.0 1.40

　専門学校卒について新潟県全体で見ると、充足率は 74.5% で対前年比 11.2 ポイント減。全国平均の
86.8%より12.3ポイント下回っている。業種別においては製造業75.0%、非製造業74.2%であり、製造業が0.8
ポイント上回っている。採用計画人数と採用実績人数を見ると、新潟県全体では採用計画人数は 51 人（対
前年比２人増）と前年に比べ増加した一方で、採用実績人数は 38 人（対前年比４人減）と減少している。
技術系、事務系別に採用実績人数を見ると、技術系 30 人（対前年比６人減）、事務系８人（対前年比２人
増）となっている。
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　表 15：短大卒（含高専）の採用充足状況

短大卒（含高専）

合計 技術系 事務系

事業
所数

採用計
画人数

採用実
績人数

充足率
（％）

平均採
用人数

事業
所数

採用計
画人数

採用実
績人数

充足率
（％）

平均採
用人数

事業
所数

採用計
画人数

採用実
績人数

充足率
（％）

平均採
用人数

H30全国 280 406 356 87.7 1.27 167 245 213 86.9 1.28 120 161 143 88.8 1.19
H26新潟県 7 12 12 100.0 1.71 7 7 7 100.0 1.00 2 5 5 100.0 2.50
H27新潟県 6 14 10 71.4 1.67 6 11 7 63.6 1.17 1 3 3 100.0 3.00
H28新潟県 10 14 14 100.0 1.40 9 13 13 100.0 1.44 1 1 1 100.0 1.00
H29新潟県 7 15 12 80.0 1.71 5 10 10 100.0 2.00 2 5 2 40.0 1.00
H30新潟県 9 14 12 85.7 1.33 7 8 8 100.0 1.14 2 6 4 66.7 2.00

製造業 3 3 3 100.0 1.00 3 3 3 100.0 1.00 - - - - -
非製造業 6 11 9 81.8 1.50 4 5 5 100.0 1.25 2 6 4 66.7 2.00

　短大卒（含高専）について新潟県全体で見ると、充足率は 85.7% で対前年比 5.7 ポイント増。全国平均
の 87.7% より 2.0 ポイント下回っている。業種別においては製造業 100.0%、非製造業 81.8% であり、製造
業が 18.2 ポイント上回っている。採用計画人数と採用実績人数を見ると、新潟県全体では採用計画人数
14 人（対前年比 1 人減）、採用実績人数 12 人（対前年比増減なし）と採用計画人数が減少している。技術系、
事務系別に採用実績人数を見ると、技術系 8 人（対前年比 2 人減）、事務系 4 人（対前年比 2 人増）となっ
ている。

　表 16：大学卒の採用充足状況

大学卒

合計 技術系 事務系

事業
所数

採用計
画人数

採用実
績人数

充足率
（％）

平均採
用人数

事業
所数

採用計
画人数

採用実
績人数

充足率
（％）

平均採
用人数

事業
所数

採用計
画人数

採用実
績人数

充足率
（％）

平均採
用人数

H30全国 1,137 3,254 2,594 79.7 2.28 719 1,833 1,413 77.1 1.97 605 1,421 1,181 83.1 1.95
H26新潟県 43 98 91 92.9 2.12 24 41 37 90.2 1.54 25 57 54 94.7 2.16
H27新潟県 42 87 68 78.2 1.62 28 48 36 75.0 1.29 20 39 32 82.1 1.60
H28新潟県 40 94 80 85.1 2.00 23 42 34 81.0 1.48 20 52 46 88.5 2.30
H29新潟県 30 83 69 83.1 2.30 20 44 36 81.8 1.80 14 39 33 84.6 2.36
H30新潟県 30 66 53 80.3 1.77 17 30 23 76.7 1.35 16 36 30 83.3 1.88

製造業 16 39 30 76.9 1.88 10 19 13 68.4 1.30 9 20 17 85.0 1.89
非製造業 14 27 23 85.2 1.64 7 11 10 90.9 1.43 7 16 13 81.3 1.86

　大学卒について新潟県全体で見ると、充足率は 80.3% で対前年比 2.8 ポイント減。全国平均の 79.7% よ
り 0.6 ポイント上回っている。業種別においては製造業 76.9%、非製造業 85.2% であり、非製造業が 8.3
ポイント上回っている。採用計画人数と採用実績人数を見ると、新潟県全体では採用計画人数 66 人（対
前年比 17 人減）、採用実績人数 53 人（対前年比 16 人減）と前年に比べ採用計画・実績人数はともに減少
している。技術系、事務系別に採用実績人数を見ると、技術系 23 人（対前年比 13 人減）、事務系 30 人（対
前年比３人減）となっている。
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２．新規学卒者の初任給
　新規学卒者の初任給について、新潟県では対前年比「高校卒」「短大卒（含高専）」が技術系、事務系と
もに増加。一方「専門学校卒」「大学卒」が技術系、事務系ともに減少となっている。

　表 17：新規学卒者の初任給について� （加重平均：円）
高校卒 専門学校卒 短大卒（含高専） 大学卒

技術系 事務系 技術系 事務系 技術系 事務系 技術系 事務系
H30全　国 163,342 157,731 177,235 171,838 176,490 172,358 201,166 195,903
H26新潟県 156,982 162,877 162,460 167,000 165,767 187,360 193,318 189,560
H27新潟県 156,384 155,081 165,692 160,332 169,443 160,000 190,865 194,044
H28新潟県 157,504 161,163 166,505 165,370 173,777 160,000 193,103 192,963
H29新潟県 157,998 157,174 165,084 174,137 166,650 168,500 194,243 200,495
H30新潟県 161,112 162,292 163,244 163,853 170,760 177,750 188,093 198,600

製造業 159,832 167,000 161,626 155,000 170,127 - 189,377 204,128
非製造業 162,846 160,199 164,660 165,117 171,139 177,750 186,423 191,370

【高校卒】
　新潟県全体の技術系は 161,112 円で対前年比 3,114 円増加、事務系は 162,292 円で対前年比 5,118 円
増加となった。
　全国平均と比較すると技術系は 2,230 円低く、事務系は 4,561 円高かった。

【専門学校卒】
　新潟県全体の技術系は 163,244 円で対前年比 1,840 円減少、事務系は 163,853 円で対前年比 10,284
円減少となった。
　全国平均と比較すると技術系は 13,991 円低く、事務系は 7,985 円低かった。

【短大卒（含高専）】
　新潟県全体の技術系は 170,760 円で対前年比 4,110 円増加、事務系は 177,750 円で対前年比 9,250 円
増加となった。
　全国平均と比較すると技術系は 5,730 円低く、事務系は 5,392 円高かった。

【大学卒】
　新潟県全体の技術系は 188,093 円で対前年比 6,150 円減少、事務系は 198,600 円で対前年比 1,895 円
減少した。
　全国平均と比較すると技術系は 13,073 円低く、事務系は 2,697 円高かった。

※参考 「単純平均」と「加重平均」の例 単純平均
　　　 　給与総額　 従業員数
A 企業　 400 万円　    20 人
B 企業　 300 万円　    10 人

400÷20=20
300÷10=30

（20+30）÷2=25　25 万円

加重平均
（400+300）÷（20+10）＝23.3

　　　
23.3 万円
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３．平成 31 年３月の新規学卒者の採用予定
　表 18 を見ると、新潟県全体では、平成 31 年３月における新規学卒者（第２新卒者、中途採用を除く）
の採用予定が「ある」と回答した企業は 29.6%、「ない」と回答した企業は 46.4%、「未定」と回答した企
業は 24.0% となった。業種別に見ると、「ある」と最も多く回答した業種は「情報通信業」100.0% となった。
また、規模別に見ると「100 ～ 300 人」が 63.3% と最も高い結果となった。

　表 18：新規学卒者の採用予定

ある
（%）

事業所数 平均採用計画人数
ない

（%）
未定

（%）
高校卒 専門

学校卒
短大卒

（含高専） 大学卒 高校卒 専門
学校卒

短大卒
（含高専） 大学卒

全国 28.3 4,016 1,312 734 2,301 2.59 1.66 1.49 2.40 49.5 22.2 
新潟県　計 29.6 124 46 17 57 2.73 1.83 1.59 1.98 46.4 24.0 

製
造
業

製造業　計 26.2 56 14 4 26 3.07 2.07 1.50 2.42 49.4 24.3 
　食料品 18.2 5 3 1 4 3.40 3.67 1.00 2.50 65.9 15.9 
　繊維工業 18.8 4 3 - 1 1.75 2.67 - 1.00 53.1 28.1 
　木材・木製品 22.7 4 2 - - 1.75 1.00 - - 50.0 27.3 
　印刷・同関連 38.9 5 2 - 4 1.60 1.00 - 2.50 44.4 16.7 
　窯業・土石 17.1 6 1 1 1 8.33 3.00 1.00 1.00 62.9 20.0 
　金属、同製品 32.9 24 2 1 9 2.38 1.00 2.00 1.89 38.2 28.9 
　機械器具 42.9 6 - 1 6 3.67 - 2.00 3.83 23.8 33.3 
　その他 20.0 2 1 - 1 2.00 1.00 - 1.00 60.0 20.0 

非
製
造
業

非製造業　計 32.6 68 32 13 31 2.46 1.72 1.62 1.61 43.6 23.7 
　情報通信業 100.0 - 1 - 1 - 1.00 - 1.00 - -
　運輸業 21.1 4 - - - 2.50 - - - 47.4 31.6 
　建設業 50.0 44 11 7 14 2.34 1.36 1.14 1.36 26.0 24.0 
　卸売業 22.8 6 4 - 7 2.67 1.75 - 1.86 57.9 19.3 
　小売業 11.5 4 3 - 3 3.25 3.00 - 1.67 61.5 26.9 
　サービス業 33.9 10 13 6 6 2.50 1.77 2.17 2.00 43.5 22.6 

規
模
別

1 ～ 9人 8.5 8 6 - 1 2.13 1.33 - 1.00 67.1 24.4 
10 ～ 29人 21.4 30 16 5 11 1.80 1.25 1.20 1.09 50.7 27.9 
30 ～ 99人 55.3 74 19 11 33 2.91 1.79 1.45 1.79 24.5 20.1 
100 ～ 300人 63.3 12 5 1 12 4.42 4.40 5.00 3.42 20.0 16.7 
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第３節　長時間労働・同一労働同一賃金への対応に関する事項

１．長時間労働への対応
　表 19 を見ると新潟県全体では、長時間労働への対応については「人員の増員・配置見直し」と「業務
内容見直し・業務分担見直し」がともに 30.4% と最も高かった。製造業では「人員の増員・配置見直し」
が最も高く 30.6%、非製造業では「業務内容見直し・業務分担見直し」が最も高く 33.1% であった。

　表 19：長時間労働への対応ベスト５
新潟県全体 製造業 非製造業

１位 人員の増員・配置見直し 30.4% 人員の増員・配置見直し 30.6% 業務内容見直し・業務分担見直し 33.1%
２位 業務内容見直し・業務分担見直し 30.4% 時間外労働の是正・削減 29.8% 人員の増員・配置見直し 30.2%
３位 時間外労働の是正・削減 29.5% 業務内容見直し・業務分担見直し 27.5% 時間外労働の是正・削減 29.2%

４位 長時間労働はない 24.6% 新しい機械装置等の導入に
よる生産性向上・業務効率化 25.1% 長時間労働はない 26.3%

５位 健康で働きやすい職場環境の整備 20.0% 長時間労働はない 22.7% 健康で働きやすい職場環境の整備 21.4%

　表 20：長時間労働への対応� （％）
人
員
の
増
員
・

配
置
見
直
し

時
間
外
労
働

の
是
正
・
削
減

業
務
内
容
見
直
し
・

業
務
分
担
見
直
し

取
引
先
等
外

部
の
理
解

年
次
有
給
休

暇
取
得
促
進

変
形
労
働
時

間
制
の
導
入

就
業
規
則
の

見
直
し

36
協
定
の
見

直
し

勤
務
間
イ
ン
タ
ー

バ
ル
制
度
の
導
入

健
康
で
働
き
や
す
い

職
場
環
境
の
整
備

新
し
い
機
械
装
置
等
の
導
入
に
よ

る
生
産
性
向
上
・
業
務
効
率
化

専
門
家
（
支
援
機

関
）
へ
の
相
談

具
体
的
な
方

策
を
検
討
中

特
に
考
え
て

い
な
い

長
時
間
労
働

は
な
い

そ
の
他

全国 33.2 30.6 30.1 7.3 18.3 14.3 8.8 4.8 1.3 18.7 17.2 2.4 4.2 7.9 19.8 0.9
新潟県　計 30.4 29.5 30.4 8.2 18.1 17.2 6.5 5.0 0.7 20.0 17.2 2.1 5.2 5.8 24.6 0.9

製
造
業

製造業　計 30.6 29.8 27.5 7.1 14.9 20.8 5.5 5.9 - 18.4 25.1 1.6 5.9 5.1 22.7 0.8
　食料品 27.9 37.2 37.2 4.7 16.3 14.0 7.0 4.7 - 18.6 16.3 4.7 2.3 2.3 18.6 -
　繊維工業 13.3 30.0 23.3 3.3 13.3 30.0 - - - 13.3 6.7 3.3 3.3 - 40.0 3.3
　木材・木製品 36.4 22.7 9.1 9.1 9.1 36.4 4.5 9.1 - 18.2 22.7 - 4.5 - 22.7 -
　印刷・同関連 23.5 23.5 35.3 11.8 47.1 23.5 11.8 11.8 - - 29.4 - - 5.9 23.5 -
　窯業・土石 22.2 19.4 11.1 5.6 11.1 13.9 2.8 8.3 - 13.9 2.8 - 13.9 13.9 36.1 -
　金属、同製品 35.5 30.3 28.9 7.9 11.8 21.1 6.6 3.9 - 25.0 40.8 1.3 9.2 5.3 14.5 -
　機械器具 61.1 50.0 66.7 5.6 16.7 27.8 11.1 11.1 - 33.3 61.1 - - - - 5.6
　その他 30.8 23.1 7.7 15.4 7.7 - - 7.7 - 7.7 15.4 - - 15.4 38.5 -

非
製
造
業

非製造業　計 30.2 29.2 33.1 9.3 21.0 13.9 7.5 4.3 1.4 21.4 10.0 2.5 4.6 6.4 26.3 1.1
　情報通信業 - - - - - - - - - - - - - - 100.0 -
　運輸業 73.7 47.4 52.6 36.8 31.6 15.8 - 5.3 5.3 31.6 21.1 5.3 10.5 5.3 - -
　建設業 29.3 26.3 29.3 9.1 26.3 12.1 10.1 6.1 - 23.2 10.1 3.0 4.0 8.1 25.3 -
　卸売業 28.1 31.6 42.1 8.8 22.8 15.8 5.3 5.3 1.8 22.8 10.5 1.8 3.5 3.5 26.3 1.8
　小売業 21.7 21.7 30.4 4.3 10.9 8.7 4.3 - - 19.6 4.3 - 2.2 10.9 34.8 -
　サービス業 27.1 32.2 27.1 5.1 15.3 18.6 10.2 3.4 3.4 15.3 10.2 3.4 6.8 3.4 28.8 3.4

規
模
別

1 ～ 9人 15.2 12.6 11.9 4.0 9.3 12.6 3.3 0.7 0.7 15.9 6.0 2.0 4.0 8.6 41.7 0.7
10 ～ 29人 26.8 28.8 28.3 6.6 19.2 20.2 9.1 7.6 - 16.2 15.7 1.5 6.1 7.1 23.7 1.0
30 ～ 99人 44.6 43.3 46.5 14.0 21.7 18.5 6.4 4.5 1.3 28.0 25.5 2.5 5.1 2.5 13.4 1.3
100 ～ 300人 56.7 46.7 53.3 10.0 36.7 13.3 6.7 13.3 3.3 23.3 40.0 3.3 6.7 - 3.3 -

　グラフ７：長時間労働への対応（製造業・非製造業）� （％）

0 5 10 15 20 25 30 35

その他
長時間労働はない
特に考えていない

具体的な方策を検討中
専門家（支援機関）への相談

新しい機械装置等の導入による生産性向上・業務効率化
健康で働きやすい職場環境の整備
勤務間インターバル制度の導入

36 協定の見直し
就業規則の見直し

変形労働時間制の導入
年次有給休暇取得促進
取引先等外部の理解

業務内容見直し・業務分担見直し
時間外労働の是正・削減
人員の増員・配置の見直し

製造業

非製造業

30.630.6
30.230.2
29.829.8

29.229.2
33.133.1

27.527.5

9.39.3
7.17.1

14.914.9
21.021.0
20.820.8

13.913.95.55.5
7.57.5

5.95.9
4.34.30.00.0

1.41.4
18.418.4

21.421.4

10.010.0

2.52.5
1.61.6

5.95.9
5.15.14.64.6
6.46.4

22.722.7
26.326.3

0.80.8
1.11.1

25.125.1
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２．同一労働同一賃金への対応
　表 21 を見ると新潟県では同一労働同一賃金への対応については製造業、非製造業ともに「対象となる
従業員はいない」が最も多く、次いで「賞与の支給」「定期昇給の実施」の順となった。全国においても
新潟県と大きな差はなく、「対象となる従業員はいない」が最も多かった。

　表 21：同一労働同一賃金への対応ベスト５
新潟県全体 製造業 非製造業

１位 対象となる従業員はいない 25.1% 対象となる従業員はいない 24.9% 対象となる従業員はいない 25.4%
２位 賞与の支給 23.6% 賞与の支給 22.4% 賞与の支給 24.6%
３位 定期昇給の実施 21.7% 定期昇給の実施 18.8% 定期昇給の実施 24.3%
４位 手当の支給 19.6% 手当の支給 17.6% 手当の支給 21.4%
５位 解消すべき待遇差はない 14.4% 解消すべき待遇差はない 15.1% 休暇の取得 14.9%

　表 22：同一労働同一賃金への対応� （％）
定
期
昇
給
の

実
施

手
当
の
支
給

賞
与
の
支
給

退
職
金
制
度

の
導
入

賃
金
規
定
の

見
直
し

責
任
あ
る
地

位
へ
の
登
用

休
暇
の
取
得

福
利
厚
生
施

設
の
利
用

教
育
訓
練
の

実
施

専
門
家
（
支
援
機

関
）
へ
の
相
談

特
に
考
え
て

い
な
い

解
消
す
べ
き
待

遇
差
は
な
い

対
象
と
な
る
従

業
員
は
い
な
い

そ
の
他

全国 23.3 22.5 25.1 12.8 10.0 9.8 14.0 4.5 12.0 2.9 13.0 11.6 25.3 1.0
新潟県　計 21.7 19.6 23.6 12.5 10.7 9.8 14.2 5.2 11.5 2.5 12.1 14.4 25.1 0.6

製
造
業

製造業　計 18.8 17.6 22.4 11.4 8.2 8.6 13.5 4.9 14.7 2.9 13.5 15.1 24.9 0.4
　食料品 19.0 16.7 16.7 4.8 19.0 16.7 14.3 4.8 11.9 2.4 9.5 9.5 28.6 -
　繊維工業 10.3 6.9 6.9 - 3.4 3.4 10.3 17.2 13.8 3.4 13.8 20.7 24.1 -
　木材・木製品 25.0 20.0 30.0 15.0 - - 5.0 - - - 5.0 20.0 20.0 5.0
　印刷・同関連 23.5 17.6 17.6 29.4 5.9 5.9 23.5 - 17.6 5.9 23.5 11.8 17.6 -
　窯業・土石 2.9 17.6 17.6 8.8 2.9 2.9 11.8 - 14.7 - 5.9 17.6 44.1 -
　金属、同製品 23.6 20.8 27.8 15.3 9.7 8.3 11.1 1.4 15.3 2.8 15.3 15.3 23.6 -
　機械器具 35.0 25.0 35.0 15.0 5.0 25.0 15.0 10.0 30.0 5.0 20.0 20.0 5.0 -
　その他 9.1 9.1 36.4 9.1 9.1 - 36.4 18.2 18.2 9.1 27.3 - 18.2 -

非
製
造
業

非製造業　計 24.3 21.4 24.6 13.4 13.0 10.9 14.9 5.4 8.7 2.2 10.9 13.8 25.4 0.7
　情報通信業 - - - - - - - - - - - - 100.0 -
　運輸業 15.8 36.8 26.3 5.3 15.8 10.5 21.1 15.8 21.1 5.3 5.3 21.1 5.3 5.3
　建設業 19.4 17.2 22.6 14.0 8.6 8.6 9.7 5.4 10.8 1.1 12.9 12.9 35.5 -
　卸売業 34.5 23.6 29.1 20.0 16.4 18.2 20.0 10.9 7.3 3.6 10.9 10.9 21.8 -
　小売業 27.7 19.1 23.4 10.6 8.5 8.5 12.8 - 6.4 2.1 17.0 14.9 19.1 2.1
　サービス業 23.0 23.0 24.6 11.5 19.7 9.8 18.0 1.6 4.9 1.6 4.9 14.8 23.0 -

規
模
別

1 ～ 9人 21.2 20.5 20.5 12.6 7.3 6.0 10.6 2.6 4.0 0.7 15.2 9.3 35.8 -
10 ～ 29人 16.8 20.1 22.8 12.0 9.2 9.8 13.0 3.8 7.1 2.2 13.0 19.0 23.4 1.1
30 ～ 99人 28.8 17.9 29.5 14.7 14.7 12.8 17.9 7.1 20.5 3.2 9.0 14.7 20.5 0.6
100 ～ 300人 16.7 20.0 13.3 3.3 16.7 13.3 20.0 16.7 30.0 10.0 6.7 10.0 6.7 -

　グラフ８：同一労働同一賃金への対応（製造業・非製造業）� （％）

0 5 10 15 20 25 30

その他
対象となる従業員はいない
解消すべき待遇差はない

特に考えていない
専門家（支援機関）への相談

教育訓練の実施
福利厚生施設の利用

休暇の取得
責任ある地位への登用
賃金規定の見直し

退職金制度の見直し
賞与の支給
手当の支給

定期昇給の実施

製造業

非製造業

18.818.8
24.324.3

17.617.6
21.421.4

24.624.6
22.422.4

11.411.4
13.413.4

8.28.2
13.013.0

8.68.6
10.910.9

13.513.5
14.914.9

4.94.9
5.45.4

14.714.7
8.78.7

2.22.2
2.92.9

13.513.5

15.115.1
10.910.9

13.813.8
24.924.9
25.425.4

0.40.4
0.70.7
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第４節　有期労働契約における無期転換ルール等に関する事項

１．無期転換ルールの認知状況
　グラフ９を見ると、無期転換ルールの認知状況については、新潟県では「知っていた」が 62.6% と全国
の 63.8% と比較しても大きな差はない。製造業は「知っていた」が 64.6％と、非製造業の 60.8％を 3.8 ポ
イント上回る結果となった。

　グラフ９：無期転換ルールへの認知

知っていた 知らなかった

非製造業

製造業

新潟県

全国

60.860.8 39.239.2

64.664.6 35.435.4

62.662.6 37.437.4

63.863.8 36.236.2

２．無期転換ルールの対象となる従業員の有無
　グラフ 10 を見ると、無期転換ルールの対象者については、新潟県では「いる」が 17.9% と「いない」
の 82.1% を大幅に下回った。また全国と比較しても「いる」が 18.5%、「いない」が 81.5% と大きな違い
は見られなかった。

　グラフ 10：無期転換ルール対象の従業員の有無

いる いない

非製造業

製造業

新潟県

全国

18.718.7 81.381.3

17.017.0 83.083.0

17.917.9 82.182.1

18.518.5 81.581.5

３．無期転換ルールの申込みの有無
　グラフ 11 を見ると、無期転換申込みについては、新潟県では「あった」が 13.4％と全国平均と同じ結
果になった。製造業は「あった」が 25.0％と非製造業の 3.8％を大きく上回った。

　グラフ 11：無期転換ルールへの申込みの有無

あった 現時点ではない

非製造業

製造業

新潟県

全国

3.83.8 96.296.2

25.025.0 75.075.0

13.413.4 86.686.6

13.413.4 86.686.6
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第５節　賃金の改定に関する事項

１．賃金改定の実施状況
　平成 30 年１月１日から７月１日までにどのような賃金改定を実施したかを聞いたところ、表 23 を見る
と新潟県全体において「引上げた」という回答が最も高く 55.9%、次いで「未定」「今年は実施しない（凍
結）」が 16.7% という結果となった。
　また、業種別に見ると「改定後の賃金」で最も高かった業種は 283,911 円の「建設業」であった。「昇給率」
は製造業では 2.04%、非製造業では 2.45% という結果となった。

　表 23：賃金改定の実施状況� （％）

引上げた 引下げた
今年は
実施

しない
（凍結）

7月以降
引上げる

予定

7月以降
引下げる

予定
未定 改定前の

賃金（円）
改定後の
賃金（円）

昇給額
（円） 昇給率 格差

全国 49.6 0.5 15.9 11.5 0.4 22.2 248,245 254,038 5,793 2.33 100.0
新潟県　計 55.9 0.5 16.7 9.7 0.4 16.7 238,270 243,624 5,354 2.25 92.4

製
造
業

製造業　計 55.3 0.4 18.9 11.0 0.4 14.0 236,266 241,095 4,829 2.04 88.5
　食料品 39.5 - 27.9 18.6 2.3 11.6 217,421 222,228 4,807 2.21 102.4
　繊維工業 31.3 - 37.5 6.3 - 25.0 186,676 188,331 1,655 0.89 40.0
　木材・木製品 40.9 - 31.8 18.2 - 9.1 216,825 222,906 6,081 2.80 113.7
　印刷・同関連 57.9 - 21.1 15.8 - 5.3 257,770 263,381 5,611 2.18 113.0
　窯業・土石 61.1 2.8 8.3 5.6 - 22.2 243,655 248,591 4,936 2.03 108.0
　金属、同製品 73.7 - 6.6 10.5 - 9.2 243,857 248,837 4,980 2.04 79.6
　機械器具 71.4 - 4.8 4.8 - 19.0 231,022 236,167 5,145 2.23 88.3
　その他 40.0 - 40.0 6.7 - 13.3 230,507 232,290 1,783 0.77 35.5

非
製
造
業

非製造業　計 56.5 0.7 14.7 8.6 0.3 19.2 240,290 246,172 5,882 2.45 93.9
　情報通信業 - - - 100.0 - - - - - - -
　運輸業 57.9 - 10.5 - - 31.6 212,132 216,457 4,325 2.04 95.7
　建設業 66.0 - 11.0 9.0 - 14.0 276,270 283,911 7,641 2.77 102.8
　卸売業 58.6 - 12.1 12.1 - 17.2 245,585 252,552 6,967 2.84 106.4
　小売業 41.5 3.8 20.8 5.7 - 28.3 221,781 226,344 4,563 2.06 87.6
　サービス業 52.5 - 19.7 8.2 1.6 18.0 212,717 216,840 4,123 1.94 72.3

規
模
別

1 ～ 9人 33.3 1.2 28.4 8.0 0.6 28.4 226,342 230,433 4,091 1.81 73.7
10 ～ 29人 61.1 0.5 15.3 9.4 0.5 13.3 232,952 238,604 5,652 2.43 87.5
30 ～ 99人 68.6 - 9.4 10.1 - 11.9 243,451 248,977 5,526 2.27 92.7
100 ～ 300人 75.0 - 3.1 18.8 - 3.1 234,471 239,480 5,009 2.14 94.3

　グラフ 12：賃金改定の実施状況（新潟県）	（％）	 グラフ 13：改定後の賃金（業種別）� （円）

引上げた

今年は実施しない（凍結）

７月以降引上げる予定
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２．賃金改定の内容
　賃金改定の内容について、グラフ14を見ると、新潟県では「定期昇給」が52.1%で最多となった。次いで「基
本給の引き上げ」が 37.5% となった。グラフ 15 を見ると、判断要素としては「企業の業績」が 68.0% で
最多となった。次いで「労働力の確保・定着」が 58.7% と続き、賃金改定の内容・判断要素ともに、全国
と比較して特に目立った違いは見られなかった。
　表 24 において「定期昇給」の実施を業種別に見ると、製造業では「印刷・同関連」が 66.7% と最も高く、
非製造業では「情報通信業」が 100.0% と最も高い結果となった。また、規模別に「定期昇給」を見ると、

「100 ～ 300 人」で 74.1% と実施比率が高かった。

　グラフ 14：賃金改定の内容（新潟県・全国）	（％）	 グラフ 15：賃金改定の判断要素（新潟県・全国）	（％）

　表 24：賃金改定の内容� （％）

臨時給与の
引き上げ

諸手当の改定

基本給の
引上げ

ベースアップ

定期昇給

15.315.3
17.417.4

52.152.1
54.654.6

37.537.5
35.135.1

17.617.6
15.515.5

9.19.1
11.411.4

新潟県 全国

0 10 20 30 40 50 60

その他
重視した要素はない

消費税増税
賃上げムード

前年度の改定実績
親会社又は関連会社の改定の動向
労使関係の安定

物価の動向
労働力の確保・定着

世間相場
企業の業績 68.068.0

64.064.0
23.423.4
25.325.3

58.758.7
56.756.7

6.36.3
6.46.4

24.624.6
20.020.0

3.63.6
3.53.5

16.516.5
18.018.0

7.57.5
5.95.9

1.81.8
1.41.4
0.60.6
2.72.7
5.75.7
4.14.1

新潟県 全国

0 10 20 30 40 50 7060

賃金改定の内容 賃金改定の判断要素について

定期
昇給

ベース
アップ

基本給の
引上げ

諸手当の
改定

臨時
給与の

引き上げ
企業の
業績

世間
相場

労働力の
確保・
定着

物価の
動向

労使関係
の安定

親会社又
は関連会
社の改定
の動向

前年度
の改定
実績

賃上げ
ムード

消費税
増税

重視した
要素は
ない

その他

全国 54.6 17.4 35.1 15.5 11.4 64.0 25.3 56.7 6.4 20.0 3.5 18.0 5.9 1.4 2.7 4.1
新潟県　計 52.1 15.3 37.5 17.6 9.1 68.0 23.4 58.7 6.3 24.6 3.6 16.5 7.5 1.8 0.6 5.7

製
造
業

製造業　計 51.7 11.6 38.1 17.7 10.9 68.9 23.0 57.8 6.2 22.4 3.1 17.4 10.6 2.5 1.2 7.5
　食料品 42.9 19.0 42.9 19.0 4.8 58.3 25.0 62.5 4.2 25.0 - 29.2 16.7 4.2 - 8.3
　繊維工業 60.0 - 40.0 10.0 - 45.5 9.1 36.4 - 9.1 - 18.2 - - 9.1 18.2
　木材・木製品 54.5 - 27.3 18.2 18.2 54.5 27.3 45.5 - 9.1 - - - - - -
　印刷・同関連 66.7 - 25.0 8.3 - 71.4 7.1 71.4 7.1 28.6 7.1 14.3 - - - -
　窯業・土石 55.0 15.0 30.0 20.0 10.0 52.2 13.0 69.6 8.7 26.1 4.3 21.7 8.7 8.7 4.3 -
　金属、同製品 51.9 14.8 40.7 14.8 13.0 78.9 28.1 57.9 8.8 26.3 5.3 12.3 15.8 1.8 - 8.8
　機械器具 50.0 14.3 42.9 35.7 14.3 100.0 35.7 42.9 7.1 21.4 - 28.6 7.1 - - 7.1
　その他 20.0 - 60.0 20.0 40.0 71.4 28.6 57.1 - - - 14.3 14.3 - - 28.6

非
製
造
業

非製造業　計 52.5 18.8 36.9 17.5 7.5 67.1 23.7 59.5 6.4 26.6 4.0 15.6 4.6 1.2 - 4.0
　情報通信業 100.0 - - - - 100.0 - - - - - - - - - -
　運輸業 40.0 10.0 50.0 30.0 10.0 60.0 30.0 70.0 10.0 30.0 20.0 30.0 10.0 - - -
　建設業 41.3 15.9 44.4 17.5 11.1 66.7 23.2 59.4 7.2 24.6 1.4 15.9 4.3 - - 8.7
　卸売業 61.8 20.6 23.5 17.6 5.9 69.2 12.8 64.1 5.1 33.3 2.6 17.9 2.6 2.6 - 2.6
　小売業 57.1 23.8 38.1 9.5 - 77.3 36.4 54.5 - 27.3 9.1 9.1 9.1 - - -
　サービス業 64.5 22.6 32.3 19.4 6.5 59.4 28.1 56.3 9.4 21.9 3.1 12.5 3.1 3.1 - -

規
模
別

1 ～ 9人 40.4 14.0 42.1 8.8 8.8 48.3 15.0 61.7 8.3 26.7 1.7 11.7 6.7 1.7 - 1.7
10 ～ 29人 44.6 14.3 40.2 19.6 12.5 65.6 24.8 53.6 4.0 24.8 3.2 12.8 7.2 3.2 0.8 4.8
30 ～ 99人 60.4 14.4 36.0 18.0 7.2 78.3 26.7 65.8 9.2 23.3 4.2 23.3 7.5 0.8 - 8.3
100 ～ 300人 74.1 25.9 22.2 25.9 3.7 75.9 20.7 44.8 - 24.1 6.9 13.8 10.3 - 3.4 6.9
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